
第６回CN専門委員会 次第

1.進捗確認 【報告】

2.第3回勉強会結果 【報告】

3.会員のエネルギー使用量調査状況 【報告】

4.部工会作成「CN推進にあたっての基礎知識」 【報告】

5.今後の理解活動、勉強会の進め方 【審議】

2022.1.11
車工会 事務局



7月

Step0
現状
調査

・会員様のCNに対する意識、
　課題の把握
　→ アンケート実施
　　　CN対応状況や課題の
　　　洗い出し、進め方整理

Step1
理解
活動

①パンフレット作成、展開

②講演会（勉強会）実施

③各種情報情報提供
　　　（含む5団体活動）

④車体NWES掲載

Step２
理解
把握

・現状での個社CO2排出量算
出
　ツール提供

・会員各社状況把握と対策検
討、
　実施

Step３
以降
目標
設定と
対応策
検討

・個社目標値設定に向けた
　取組み

・対策支援活動検討、推進

・対策状況の見える化
　　　（対策状況把握ツール）

3月

５団体活動

会議体
（CN：カーボンニュートラル専門委員会）

カーボンニュートラル取組み（2021年7月～2022年3月）

8月 9月 10月 11月 12月 2022年1月 2月

日本自動車車体工業会
2022.1.11

報告

◆7/15

理事会

7/16

アンケート

展開

8/18

◎9/9(仮)

5団体トップ懇談会

フォロー/まとめ
〇

8/27

#1 CN
9/16

#2 CN

フォロー/まとめ

報告

課題の洗い出し

進め方検討/まとめ

エネルギー毎のCO2排出量算出

方法の確認、算出事例集の作成 会員様への事前確認

ツール作成

対策検討

展開、フォロー

現状調査の織り込み

既設定会員様はアンケートで

情報提供をお願い
未設定会員様は事務局からの支援、

パンフレット資料を活用いただき、

検討をお願い

当面は情報収集

情報共有

7/28#1報告 8/4#4報告

中間報告内容論議

進め方論議

10/7

＃3 CN

状況を確認し必要ならばフォロー継続

計画検討、立案

#1◇

会員様の目標設定状況フォロー

10/14理事会

報告

TMEJ提供の簡易版をトヨタ車体、

日産車体とも確認し

「パンフレットその２」に記載

COP26(11/1～12）英国グラスゴー
⇒ 10/14 

or 11/18に延期
◎10/14(仮)

5団体トップ懇談会

◎11/18(仮)

5団体トップ懇談会

5団体 課題・取組み事項整理

9/8中小会員ﾈｯﾄﾜｰｸ強化WGでﾋｱﾘﾝｸﾞ

継続フォロー

9/10資材部会

役員意見交換

9/14JTP打合せ
9/29日冷工打合せ

9/21工場

環境分科会

12/9

#5CN

9/24関東支部役員会 9/28支部連絡会

9/29トラック部会長、

バン部会長打合せ

9/27 5団体準備会合で

自機工が「簡易版」活用検討を表明

現在

10/4

100％回答

10/5環境委員会、10/6中央技術委員会、

10/8中央業務委員会

10/7 自機工

「簡易版」会員展開

アンケートまとめ

専門委員会に目標値設定

の考え方提案、論議

5団体合同事務局

課題の検討項目に

記載

自機工会員様要望でガソリンを

「簡易版」の追記し送付

10/21 基準・目標

設定のため実態調査中

10/22閣議決定の「新しいエネルギー

基本計画」内容の確認

温室効果ガス削減目標整理

報告

11/4

#4 CN

報告

アンケート結果報告

報告

仮）

#８CN

報告

◎12/16(仮)

5団体トップ懇談会

11/5 5団体準備会合

・自機工から活動報告として

「簡易版」活用について説明

・車工会の勉強会結果を報告

2/9

#７CN

報告

１/２０

理事会

２/１７

常任委員会
2022年度事業計画検討 2022年度事業計画案策定 2022年度事業計画案策定

３/１７

理事会

2022年度

事業計画案

2022年度事業計画

最終案策定

◎1/27(仮)

5団体トップ懇談会

新入会員２社フォロー 新入会員２社

回答織り込み

CN対応事例収集検討
・課題整理

・Step3と連携した会員様の取組み事例収集

エネルギー使用量算出

11/24工場環境分科会

杉山分科会長、薬丸副分科会長

意見交換

会員のエネルギー使用量調査 会員のエネルギー使用量調査フォロー

11/2CN勉強会情報共有

→「消える化」に重点をおいて

意見交換
11/26 5団体準備会合で

個別項目の進め方再確認

12/8 5団体項目別

取組み開始

①

作成 展開

パンフレットの

フォロー

8/4その１展開

情報収集/全体構成 作成 ＃3展開

◇

フォロー 作成

＃4展開

◇フォロー 作成 フォロー 作成 フォロー 作成 フォロー
◇

その2論議

8/31その2展開
9/8中小会員ﾈｯﾄﾜｰｸ強化WGでﾋｱﾘﾝｸﾞ

活用状況フォロー

＃1勉強会を踏まえ

パンフレットその３検討

計画見直し

パンフレットその３

提案

11/5パンフレットその３

会員展開

パンフレットその４検討

講演会、勉強会（セミナー）内容論議/情報収集 案作成
②

実施計画立案 展開 #２◇評価、まとめ
評価、まとめ

勉強会

企画提案

＃１勉強会テキスト等提案

#3◇

#1◇

10/26

#4◇
評価、まとめ

＃２勉強会テキスト等提案

＃１受講者人選中 10/5 人選完

＃3勉強会テキスト等提案

評価、まとめ

テキスト最終確認

受講者への依頼事項確認

・10/27 2回目以降の勉強会進め方3社打合せ

・10/28 ＃2、＃3日程確定

#1評価

#2,#3開催内容報告

#２◇

12/2

評価、まとめ

仮）#４◇

評価、まとめ、＃４検討、展開

受講者アンケート結果

各部会長へ展開

・＃２、３の進め方講師調整

・トラック部会勉強会情報共有

トラック部会以外の状況確認

勉強会第2ステップ検討 勉強会第2ステップ準備

トラック部会第2回検討
部会勉強会検討 要望を踏まえ部工会勉強会開催

第2ステップ勉強会開催

③
適宜展開

8/3合同事務局KF事前

展開方法検討
8/20合同事務局KF事前 進捗報告

部工会アンケート

共有 9/6中小機構意見交換

9/15自工会LCA分科会

検討状況

9/9自工会会見展開 9/21素形材業界意見交換

中小機構意見交換
5団体合同事務局

課題整理中

10/21 基準・目標設定、

Scope3について論議

環境マネジメントシステムを

用いたCNへの対応に関する

Web セミナー会員展開

11/29◇

Webセミナー

④
原稿検討/制作

◇
8/31広報委員会

☆
9/15発行

掲載内容論議、確認

広報委員会指摘事項を織り込み修正

☆12/15発行

◇
11/30広報委員会

掲載内容論議、確認

広報委員会指摘事項を織り込み修正

掲載内容論議、確認

広報委員会指摘事項を織り込み修正

◇
2/25広報委員会

☆
3/15発行

◇11/19

トラック部会勉強会

アンケート分析、報告

◎３/24(仮)

5団体トップ懇談会

12/15JTP意見交換

エネルギー使用量調査展開

・12/16 正会員

・12/20 準会員

アンケート分析、報告

12/22

バン部会意見交換

＃３◇

12/20

12/16

資材部会役員

幹事会

12/21部工会作成

CN基礎知識5団体共有

12/16 5団体

CN担当者会議

◇1/31エネルギー使用量

調査締切り

5団体活動状況適宜

〇12/2支部連絡会

〇12/7中央業務

〇12/8中央技術

〇12/9環境

12/16資材部会役員・幹事会

12/22バン部会

◎2/17(仮)

5団体トップ懇談会

1/11

#6CN

評価、まとめ

＃３実施結果報告

＃４，第2ステップ検討

＃４，第2ステップの

進め方提案

部工会作成CN

基礎知識報告・共有

〇12/10特種部会青地部会長が

会員へエネルギー使用量調査協力要請

エネルギー使用量

CO2排出量算出検討

事業計画検討



1/3

12月 2022年1月 2月

５団体活動

会議体
（CN：

カーボンニュートラル専門委員会）

Step0
現状調査

・会員様のCNに
対する意識、課題
の把握

→ アンケート実施
CN対応状況や課
題の洗い出し、進
め方整理

現在

◎12/16(仮)
5団体トップ懇談会

12/9
#5CN

2022年度事業計画検討

＜カーボンニュートラル取組み＞

・課題整理
・Step3と連携した会員様の取組み事例収集

2022.1.11
事務局

1/11
#6CN

2022年度事業計画作成

◎1/27(仮)
5団体トップ懇談会

12/22
バン部会意見交換

12/16
資材部会役員
幹事会

新入会があった場合は
アンケート実施、フォロー

2/9
#7CN

◎2/17(仮)
5団体トップ懇談会

事業計画検討



2/3

12月 2022年1月 2月

５団体活動

会議体
（CN：

カーボンニュートラル専門委員会）

Step1
理解活動 ①パンフレット作成、

展開

②講演会（勉強
会）実施

③各種情報情報提
供（含む5団体
活動）

④車体NWES掲載

12/9
#5CN

12/2
#２◇

トラック部会評価、まとめ

評価、まとめ

12/20＃３◇

評価
まとめ

12/15☆
冬号発行

2022年度事業計画検討

〇12/2支部連絡会

〇12/7中央業務
〇12/8中央技術
〇12/9環境
〇12/10特種部会
青地部会長から会員へエネルギー使用量調査協力要請

＜カーボンニュートラル取組み＞

第2ステップ勉強会検討・準備

アンケート分析、
報告

1/11
#6CN
2022年度事業計画作成

第2ステップ勉強会開催準備

パンフレットその４検討

部会勉強会検討 要望を踏まえ部会勉強会開催

春号原稿検討

◎12/16(仮)
5団体トップ懇談会

12/16資材部会役員・幹事会
12/22バン部会

5団体活動状況適宜

#4検討 展開
◇実施

5団体活動状況適宜

原稿作成

仮）
#7CN

部工会作成CN基礎知識共有

2/25◇
広報委員会

#3勉強会
結果報告

◇実施

◎1/27(仮)
5団体トップ懇談会

◎2/17(仮)
5団体トップ懇談会

#4、第2ステップ検討

現在



3/3

12月 2022年1月 2月

５団体活動

会議体
（CN：

カーボンニュートラル専門委員会）

Step２
理解把握

・現状での個社CO2
排出量算出ツール
提供

・会員各社状況把
握と対策検討、
実施

Step３
以降
目標設定
と対応策
検討

・個社目標値設定
に向けた取組み

・対策支援活動検
討、推進

・対策状況の見える
化（対策状況把
握ツール）

12/9
#5CN

2022年度事業計画検討

会員の取組み事例収集

＜カーボンニュートラル取組み＞

会員の算出状況調査

エネルギー使用量
提出検討

12/8 5団体
項目別取組み
開始

1/11
#6CN

2022年度事業計画作成

会員のエネルギー使用量調査 会員のエネルギー使用量調査フォロー

速報

会員の取組み事例展開まとめ

◎12/16(仮)
5団体トップ懇談会

依頼対象見直し
再検討

エネルギー使用量調査展開
・12/16 正会員
・12/20 準会員

12/16 5団体
CN担当者会議

仮）
#7CN

12/15
JTP意見交換

エネルギー使用量
調査状況

◎1/27(仮)
5団体トップ懇談会

◎2/17(仮)
5団体トップ懇談会

エネルギー使用量
CO2排出量算出
検討

現在
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エネルギー使用量の調査状況

１．調査対象 145社→153社（+40社） 計 193社
※第5回CN専門委員会(12/9)報告後に調査対象を見直し

CNアンケート Q4
把握しているエネルギー
使用量から、CO2排出量を
算出していますか？

準会員
（102社）

2022年 1月11日
CN専門委員会 事務局

環境委員会
フォロー中（40社）

※提出済データを使用

正会員
（203社）

（204社）

・エネルギー未把握、
回答辞退を除き
全会員対象
・ただし、環境委員会
フォロー会員は除く

合計 119社

→ 126社

・他団体に所属し、車工会への
依存度が小さい会社は対象外

合計 26社 → 27社

調査対象

②算出していない
（方法を知らない）

①算出している

③算出していない
（必要がない）

① 63

※①②③は、エネルギー使用量を
把握済（計測or伝票管理）

② ③

ｴﾈﾙｷﾞｰ未把握
回答辞退

12/9
時点

見直し

ｴﾈﾙｷﾞｰ未把握
回答辞退① ② ③

調査対象

他団体所属により
車工会への依存度小

’21年加入 2社追加 バン部会 5社追加

1社追加

環境委員会フォロー

1/3

1社退会反映



車工会 CO2排出量（エネルギー使用量を基に算出）

１．CO2排出量
エネルギー種類 車工会全体 正会員（58社） 準会員（2社）

電
力

使用電力 670,745 670,589 156 

再エネ発電電力 -815 -815 0 

自家発電電力 -144,244 -144,244 0 

購入電力 525,687 53.9% 525,531 53.9% 156 59.1%

燃

料

（
自
家
発
電
に
使
用
す
る
燃
料
含
む
）

都市ガス 392,421 40.3% 392,421 40.3% 0 0.0%

コークス 12,054 1.2% 12,054 1.2% 0 0.0%

軽油 11,729 1.2% 11,729 1.2% 0 0.0%

LPG 10,652 1.1% 10,652 1.1% 0 0.0%

灯油 4,448 0.5% 4,447 0.5% 1 0.5%

オイルコークス 4,351 0.4% 4,351 0.4% 0 0.0%

A重油 3,167 0.3% 3,167 0.3% 0 0.0%

ガソリン 3,101 0.3% 3,026 0.3% 75 28.3%

蒸気 2,668 0.3% 2,668 0.3% 0 0.0%

輸入無煙炭 1,909 0.2% 1,909 0.2% 0 0.0%

LNG 1,545 0.2% 1,545 0.2% 0 0.0%

ブタンガス 915 0.1% 884 0.1% 32 12.0%

温水 152 0.0% 152 0.0% 0 0.0%

その他石油製品 113 0.0% 113 0.0% 0 0.0%

潤滑油 17 0.0% 17 0.0% 0 0.0%

天然ガス 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

輸入原料炭 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

国産一般炭 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

輸入一般炭 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

原油 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

ナフサ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

ジェット燃料 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

B重油 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

C重油 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

合 計（t-CO2） 974,931 100.0% 974,667 100.0% 264 100.0%

電力
54%

都市ガス
40%

コークス 1.2%

軽油 1.2%

LPG 1.1%

灯油 0.5%

オイルコークス 0.4% ガソリン 0.3%

A重油 0.3%

蒸気 0.3% 輸入無煙炭 0.2%

LNG 0.2%

ブタンガス 0.1%

2/3

※60/193社 1/7 現在 ２．エネルギー割合
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売上高

（t-CO2）

（百万円）

排
出
量

売上高 （百万円）

（t-CO2）

排
出
量

車工会全体 売上高 100億円以下

企業名

各社毎に、CO2排出規模をフィードバック

※売上規模別に層別必要

〈例〉

※全体だと企業によって規模感が分からない・・・



CO2排出係数一覧（各団体比較）

燃料種 単位 部工会 自工会・車工会の係数算出方法

購入電力※1 t-CO2/kWh 0.000439 0.000439 燃料種別に以下の計算式で算出

輸入原料炭 t-CO2/t 28.74×0.0246×(44/12) 2.592 2.605

国産一般炭 t-CO2/t 24.25×0.0242×(44/12) 2.152 2.328

輸入一般炭 t-CO2/t 26.08×0.0243×(44/12) 2.324 -

輸入無煙炭 t-CO2/t 27.80×0.0259×(44/12) 2.640 2.515 発熱量　経済産業省 資源エネルギー庁 炭素排出係数　国立環境研究所

コークス t-CO2/t 29.01×0.0299×(44/12) 3.180 3.169 （総合エネルギー統計） （日本国温室効果ガスインベントリ報告書）

原油 t-CO2/kl 38.26×0.0190×(44/12) 2.665 2.619

ガソリン t-CO2/kl 33.36×0.0187×(44/12) 2.287 2.322

ナフサ t-CO2/kl 33.31×0.0186×(44/12) 2.272 2.242

ジェット燃料 t-CO2/kl 36.30×0.0186×(44/12) 2.476 -

灯油 t-CO2/kl 36.49×0.0187×(44/12) 2.502 2.489

軽油 t-CO2/kl 38.04×0.018×(44/12) 2.511 2.585

A重油 t-CO2/kl 38.90×0.0193×(44/12) 2.753 2.710

B重油 t-CO2/kl 40.40×0.0200×(44/12) 2.963 2.966

C重油 t-CO2/kl 41.78×0.0202×(44/12) 3.095 2.966

潤滑油 t-CO2/kl 40.20×0.0199×(44/12) 2.933 -

その他石油製品 t-CO2/t 40.00×0.0204×(44/12) 2.992 -

オイルコークス t-CO2/t 33.29×0.0245×(44/12) 2.991 2.785

LPG t-CO2/t 50.08×0.0164×(44/12) 3.011 2.999 （エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数一覧表） （表 3-11 エネルギー源別炭素排出係数）

天然ガス t-CO2/千Nm3 42.45×0.0139×(44/12) 2.164 2.217

LNG t-CO2/t 54.70×0.0139×(44/12) 2.788 2.703

都市ガス t-CO2/千Nm3 44.20×0.0140×(44/12) 2.269 2.234

蒸気 t-CO2/GJ 1.02×0.0160×(44/12) 0.060 0.060

ブタンガス t-CO2/GJ 49.68×0.0139×(44/12) 2.532 -

温水 t-CO2/GJ 1.00×0.0183×(44/12) 0.067 0.057

経団連係数を使用 経産省、環境省係数を使用

※1 購入電力の排出係数

※2 総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）

※3 日本国温室効果ガスインベントリ報告書

2022年1月7日作成

CN専門委員会 事務局

日本の温室効果ガスと前駆物質等の排出・吸収に関する目録（インベントリ）を、気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局に報告して

おり、1年間に排出・吸収する温室効果ガスについて、どのようなガスの種類があるか、どのような活動が起因しているかなどを示す一覧

自工会・車工会

エネ庁の「総合エネルギー統計の発熱量※2」と、「日

本国温室効果ガスインベントリ報告書の炭素排出係

数※3」より係数を算出

基本的に経団連係数を使用

ただし、年度ごとの係数に大きく変化

(差)がなければ、係数を据え置き前

年係数を使用

→次年度からは、自工会・車工会と

同じ係数を使用予定

係数の引用元

日本に輸入され、あるいは国内で生産され供給された石炭・石油・天然ガスなどのエネルギー源が、どのように転換され、最終的にどのような

形態で、どの部門や目的に消費されたかを定量的に示す表で、エネルギー関係の各種一次統計等のエネルギー生産量、転換量、消費量

等のデータを組み合わせて作成されており、エネルギー・環境政策の企画立案やその効果の実測・評価などに使われている

CN勉強会等で説明している「【簡易版】CO2排出量計算ツール」では、地域ごとに電気事業者別の排出係数を用いるとしているが、今回

のCO2排出量算出については、車工会としての集計のため便宜上、統一した係数（経団連）とする。

【発熱量】 × 【炭素排出係数】 × (44/12)

<< エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数一覧表>>　

 [ 本　表 ]

2020年1月改訂 （参考）過去の炭素排出係数

 2018年度
 標準炭素排出係数

 2013年度
 標準炭素排出係数

 2005年9月改訂
 標準炭素排出係数

 第2回通報
 （1992年調査値）
 標準炭素排出係数

 gC/MJ(Gross)  gC/MJ(Gross)  gC/MJ(Gross) Gg-C/10^10kcal  gC/MJ(Gross)

石　炭

石　炭

輸入原料炭 24.60 24.53 24.51 0.990 23.65

ｺｰｸｽ用原料炭 24.46 24.42 24.51 0.990 23.65

吹込用原料炭 25.09 25.06 24.51 0.990 23.65

輸入一般炭 24.29 24.42 24.71 1.034 24.71

輸入無煙炭 25.92 25.92 25.46 1.034 24.71

石炭製品

ｺｰｸｽ 29.88 30.22 29.38 1.230 29.38

ｺｰｸｽ炉ｶﾞｽ 10.88 10.93 10.99 1.230 29.38

高炉ｶﾞｽ （毎年度炭素バランスで算定） （毎年度炭素バランスで算定） （毎年度炭素バランスで算定） 1.230 29.38

転炉ｶﾞｽ 41.96 41.72 38.44 1.230 29.38

石　油

原　油

原　油 18.98 19.00 18.66 0.781 18.66

NGL･ｺﾝﾃﾞﾝｾｰﾄ 18.22 18.26 18.40 0.766 18.29

石油製品

LPG 16.37 16.38 16.13 0.683 16.32

ﾅﾌｻ 18.63 18.63 18.17 0.761 18.17

ｶﾞｿﾘﾝ 18.71 18.72 18.29 0.766 18.29

ｼﾞｪｯﾄ燃料油 18.59 18.60 18.31 0.767 18.31

　 灯　油 18.71 18.71 18.51 0.775 18.51

軽　油 18.79 18.79 18.73 0.784 18.73

A重油 19.32 19.32 18.90 0.791 18.90

C重油 20.17 20.17 19.54 0.818 19.54

潤滑油 19.89 19.89 19.22 0.805 19.22

その他重質石油製品 20.78 20.41 20.77 0.869 20.77

ｵｲﾙｺｰｸｽ 24.50 24.50 25.35 1.061 25.35

製油所ｶﾞｽ 14.44 14.44 14.15 0.592 14.15

ｶﾞ　ｽ

可燃性天然ｶﾞｽ

輸入天然ｶﾞｽ(LNG) 13.87 13.95 13.47 0.564 13.47

国産天然ｶﾞｽ 13.91 13.97 13.90 0.564 13.47

標準炭素排出係数（総発熱量当）
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CN推進にあたっての基礎知識

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

一般社団法人 日本自動車部品工業会

中小企業施策委員会/CN対応部会
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１．基礎知識

(1)なぜカーボンニュートラル(CN)に取り組む必要があるの？〈①地球温暖化の観点〉

A. 経済活動等により、温室効果ガス(CO2,メタン,フロン,一酸化二窒素等)

の蓄積による“地球温暖化”が進行し、諸問題を引起こしています

⇒中でも温室効果ガスの76％を占めるCO2削減が急務です！

＜地球温暖化の及ぼす影響＞

海面水位
の上昇

異常気象
の増加

動植物の
生息域変化

食料安全保障
に大きなリスク

 世界規模で相次ぐ異常気象
21年6月：米国南西部、熱波・干ばつ、 7月：カナダ、熱波による山火事

7月：ドイツ/ベルギー、大雨による洪水、 7月：中国河南省、大雨による洪水
8月：イタリア/ギリシア/トルコ、熱波・山火事

 日本でも、豪雨災害や超大型台風、竜巻等多発

パリ協定

(COP21,

1995年)

・京都議定書に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな『国際枠組み』。

・共通の長期目標として “世界の気温上昇を(産業革命以前の)＋2度以内” 、“＋1.5℃に抑える努力”
を追求、“21世紀後半には排出量と吸収量のバランスをとる”。削減目標を5年ごとに提出・更新。

IPCC*
第６次報告書
（21/8/6）

・気温1.5℃上昇、10年早まり21～40年に。（18年の想定より）

・人間活動が温暖化への影響は「疑う余地がない」と断定。

* 国連の『気候変動に関する政府間パネル』、今回はWG1の報告
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１．基礎知識

(1)なぜカーボンニュートラル(CN)に取り組む必要があるの？〈②取引・雇用の観点〉

A. 顧客からいずれ必ず求められ、そして、対応できなければ現状の

取引、ひいては雇用にも影響が出る可能性があるからです

⇒今の内から取り組みを始める必要があります！

欧米・中国・日本など
各国がCN化を表明

(自動車への規制強化)
⇩

国内外カーメーカが必死になって、
サプライチェーン全体(後述)の

CN実現を目指す
⇩

自社のCN達成のため、
仕入先にも強く要請

⇩
CN対応できない仕入先との

取引に影響が出る可能性あり

※Tier2以降も同様の図式

＜各カーメーカのCN対応＞ （出所：住商アビーム自動車総合研究所）
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１．基礎知識

(2)そもそもカーボンニュートラル(CN)とは？

A. CO2排出量を「直接減らす」「吸収する」「除去する」ことで、全体と

して差し引きゼロにすることです

⇒特に、CNを実現する上では「直接減らす」が重要になります！

電動車
(減らす)

太陽光/風力発電
(減らす)

植林(吸収)地中に貯留(除去)

＜イメージ＞

省エネ
(減らす)

（出所：環境省ホームページ）
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１．基礎知識

(3) CO2を減らす対象(範囲)は？

A. 自社の排出だけでなく、サプライチェーン全体(原料・部品調達から製造,

物流,販売,廃棄に至る事業活動の影響範囲全体)の排出量が対象です

⇒Scope1,2,3の考え方を押さえておきましょう！

＜減らす対象＞Scope1排出量＋Scope2排出量＋Scope3排出量(15カテゴリ)

Scope1：自社の燃料使用、工業プロセスでの排出（直接排出）

Scope2 : 他社で生産されたエネルギーの使用（主に電力）に伴う排出

Scope3 : Scope1、Scope2以外(自社の活動に関連する他社の排出)

（出所：環境省ホームページ）



6/15🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

１．基礎知識

Scope2 :他社で生産されたエネルギーの使用（主に電力）に伴う排出

⇒つまり、他社から購入している電力分も、自社のCO2排出量としてカウントされます

＜Scope2の算定方法＞

自社が購入した電力量×CO2排出原単位 で計算できます

＜CO2排出原単位(排出係数)＞

区分 対象電力会社 CO2原単位(排出係数)

一般送配電事業者

(注:P11参照)

北海道・東北・東京・中部・北陸・

関西・中国・四国・九州・沖縄電力

CO2原単位 0.439t-CO2/千kWh

※経団連より毎年指定(上記:令和3年8月時)

小売電気事業者

(注:P11参照)

URL参照（クリック）：

※環境省・経産省公表値（令和3年7月時）

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/r03_coefficient_rev.pdf

【ポイント】 再生可能エネルギーを多くつくっている電気事業者ほど、CO2原単位(排出係数)
は小さくなります
⇒そうした事業者から電気を購入すれば、自社のCO2排出量は減ることになります

参考：Scope2について

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/r03_coefficient_rev.pdf
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１．基礎知識

Scope3カテゴリ 該当する活動（例）

上

流

① 購入した製品・サービス 原材料の調達、パッケージングの外部委託、消耗品の調達

② 資本財
生産設備の増設（複数年にわたり建設・製造されている場合には、建設・製造が

終了した最終年に計上）

③
Scope1,2に含まれない

燃料及びエネルギー活動

調達している燃料の上流工程（採掘、精製等）

調達している電力の上流工程（発電に使用する燃料の採掘、精製等）

④ 輸送、配送（上流） 調達物流、横持物流、出荷物流（自社が荷主）

⑤ 事業から出る廃棄物 廃棄物（有価のものは除く）の自社以外での輸送、処理

⑥ 出張 従業員の出張

⑦ 雇用者の通勤 従業員の通勤

⑧ リース資産（上流）
自社が賃借しているリース資産の稼働

（算定・報告・公表制度では、Scope1,2 に計上するため、該当なしケースが大半）

下

流

⑨ 輸送、配送（下流） 出荷輸送（自社が荷主の輸送以降）、倉庫での保管、小売店での販売

⑩ 販売した製品の加工 事業者による中間製品の加工

⑪ 販売した製品の使用 使用者による製品の使用

⑫ 販売した製品の廃棄 使用者による製品の廃棄時の輸送（※2）、処理

⑬ リース資産（下流） 自社が賃貸事業者として所有し、他者に賃貸しているリース資産の稼働

⑭ フランチャイズ 自社が主宰するフランチャイズの加盟者のScope1,2 に該当する活動

⑮ 投資 株式投資、債券投資、プロジェクトファイナンスなどの運用

（出所：環境省ホームページ）参考：Scope3について(15カテゴリ)
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１．基礎知識

＜政府考え＞Scope3排出量の重複算定

サプライチェーン(上流・下流)排出量の削減に、関係する事業者双方が取り組むことで、

他事業者と連携した削減の取り組みが促進され、自社だけではできなかったより多くの

CO2削減が可能となる。(より多くの削減に繋げるため、重複させる考え方にしている)

A. 政府の考え方は、企業間で対象となるサプライチェーン(a社:下流、b社:上流)を

重複させることで、連携した削減の取り組みが促進されることを狙っています。

⇒よって、「各社サプライチェーンCN排出量の合計≠実際の排出総量」となります

上流(Scope3) 自社(Scope1,2) 下流(Scope3)

a社(b社の仕入先)の対象

b社の対象

上流(Scope3) 自社(Scope1,2) 下流(Scope3)

ここが重複。しかし・・・

＜イメージ＞

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

例：輸送・配送

参考：〈よくある質問〉サプライチェーン全体が対象だと他社排出量と重複するのでは？
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２．自社のCO2排出量算出方法

(1) 「省エネ対策及びエネルギー使用実績に関する調査」（部工会実施）

①概要

背景:経産省・経団連の要請により、カーボンニュートラル行動計画 フォローアップ調査(毎年)

に協力すべく、部工会として毎年調査実施(各種業界団体も同様に対応)

目的:各業界のCO2削減状況の実態把握と活動促進(今後の行動計画に反映)

時期:毎年7～8月頃に調査(直近では、20年度実績調査を21年7～8月に実施)

②部工会での調査方法

部工会HP上で依頼→帳票「エネルギー使用実績等調査表」に記入→部工会HPにて回答

③「エネルギー使用実績等調査表」の概要

各エネルギー毎に自社の年間使用量をインプットすれば、自社(Scope1,2)のCO2排出量が

自動計算される帳票になっている

⇒エネルギー毎のCO2排出量原単位(部工会提供)×年間使用総量(各社入力)で算出
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２．自社のCO2排出量算出方法

(2)部工会調査依頼(21年度)

「一括ダウンロード」で、
エネルギー使用実績等調査表を入手

【依頼】2021年度「省エネ対策及びエネルギー使用実績に関する調査」 | 一般社団法人 日本自動車部品工業会 (japia.or.jp)
https://www.japia.or.jp/topics_detail49/id=2720

https://www.japia.or.jp/topics_detail49/id=2720
https://www.japia.or.jp/topics_detail49/id=2720
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単位
〇年度計

(エネルギー使用量)

購入電気量 千ｋWh 0.439 t-CO2/千kWh

購入電気量（新電力・再生エネルギー） 千ｋWh t-CO2/千kWh

kl 2.619 t-CO2/kl

kl 2.382 t-CO2/kl

kl 2.322 t-CO2/kl

kl 2.242 t-CO2/kl

kl 2.489 t-CO2/kl

kl 2.585 t-CO2/kl

kl 2.710 t-CO2/kl

kl 2.966 t-CO2/kl

ｔ 3.119 t-CO2/t

ｔ 2.785 t-CO2/t

液化石油ガス(LPG) ｔ 2.999 t-CO2/t

石油系炭化水素ガス 千m３ 2.338 t-CO2/千m3

液化天然ガス(LNG) ｔ 2.703 t-CO2/t

その他可燃性天然ｶﾞｽ 千m３ 2.217 t-CO2/千m3

原料炭 ｔ 2.605 t-CO2/t

一般炭 ｔ 2.328 t-CO2/t

無煙炭 ｔ 2.515 t-CO2/t

ｔ 3.169 t-CO2/t

ｔ 2.858 t-CO2/t

千m３ 0.851 t-CO2/千m3

千m３ 0.329 t-CO2/千m3

千m３ 1.184 t-CO2/千m3

千m３ 2.234 t-CO2/千m3

GJ 0.060 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

千kWh -0.237 t-CO2/千kWh

冷水

その他の燃料

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ発電量(補機除く有効分)

高炉ガス

転炉ガス

都市ｶﾞｽ

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

コークス炉ガス

灯　油

軽　油

Ａ重油

Ｂ・Ｃ重油

石油アスファルト

石油コークス

石油ガス

可燃性天然ガス

石  炭

石炭コークス

コールタール

ナフサ

エネルギー 単位あたりCO2排出量原単位

原　油(コンデンセートを除く)

原油のうちコンデンセート(NGL)

揮発油(ガソリン)

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

※原単位は経産省(環境省)

データを元に設定

２．自社のCO2排出量算出方法

(3)エネルギー使用実績等調査表（原単位） 注：P9参照

エネルギー毎の使用量を入力

すれば、自動的に掛け算をして、

CO2排出量が算出できるよう

になっています
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３．自社のCNに向けた具体的取組み方法(例)
(1)活動の方向性・・・自社でできるCO2削減には、大きく以下４パターンが想定

①現在出しているCO2排出量を直接減らす活動

・省エネ・節電や、エネルギー効率の高い製品への入替え(LED照明、電動車 等) など

②CO2排出量が低いエネルギーを使う活動

・使用する燃料をより低炭素なもの(水素やバイオマス、合成燃料 等)に転換する など

③再生可能エネルギー(再エネ)を活用する活動（自社で導入、他社から購入）

・太陽光発電などの再エネ設備を導入する、再エネ電力業者から購入する など

④CO2を吸収する活動

・自社内にCO2を吸収する植林やビオトープを設置する など

(2)取り組み方法(例)・・・特に今回は省エネ・節電に繋がる事例をピックアップ

①部工会の活動事例集

・省エネ対策事例集（毎年度集約・作成）

②その他団体の活動事例集

・経団連：「主な取り組み -160の事例-」として、省エネ事例をHP上に掲載

・日本電気協会：「節電事例」をHP上に掲載

※その他、地方自治体や地域経産局等もHPで取り組み好事例掲載(「省エネ」「節電」で検索)
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参考．経団連「160の事例」、日本電気協会「節電事例」

＜経団連「160の事例」＞

３．自社のCNに向けた具体的取組み方法(例)

主な取組み－160の事例－ (keidanren.or.jp)
https://www.keidanren.or.jp/policy/2011/036besshi1.pdf

＜日本電気協会「節電事例」＞

節電事例一覧 | 日本電気協会 (denki.or.jp)
https://www.denki.or.jp/committee/energysaving

/setsuden_list

（出所：経団連ホームページ） （出所：日本電気協会ホームページ）

https://www.keidanren.or.jp/policy/2011/036besshi1.pdf
https://www.keidanren.or.jp/policy/2011/036besshi1.pdf
https://www.denki.or.jp/committee/energysaving/setsuden_list
https://www.denki.or.jp/committee/energysaving/setsuden_list
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参考．省エネに関する各種支援制度（経産省 資源エネルギー庁HP）

３．自社のCNに向けた具体的取組み方法(例)

各種支援制度 | 事業者向け省エネ関連情報 | 省エネポータルサイト (meti.go.jp)
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/

●省エネルギー設備への入替支援

●脱炭素社会実現に向けた省エネルギー技術の研究開発・社会実装促進プログラム

●省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金

事業者の更なる省エネ設備への入替を促進するため、「先進設備・システム」、「オーダーメイド型設備」

の導入を支援。

省エネ設備の新規導入や増設、省エネ取組のモデルケースとなり得る事業等に対して支援。具体的には、

省エネ設備導入に伴い、民間金融機関等から融資を受ける事業者に対して利子補給を実施。

革新的な省エネ技術の社会実装に向け、長期的な視野にたったテーマから実用化に近いテーマまでの公

募型技術開発を実施し、シーズ発掘から事業化まで一貫して支援。

環境省_省エネ改修への補助制度及び支援ツール等一覧 - 補助金制度・支援制度 |「グリーンビルナビ」
既存ビルの省エネ改修に関する情報サイト (env.go.jp)

http://www.env.go.jp/earth/info/greenbuilding/tool/subsidize.html

※環境省HPでも、省エネ改修への補助金・支援制度が掲載されています

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/
http://www.env.go.jp/earth/info/greenbuilding/tool/subsidize.html
http://www.env.go.jp/earth/info/greenbuilding/tool/subsidize.html
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単位
〇年度計

(エネルギー使用量)

購入電気量 千ｋWh 0.439 t-CO2/千kWh

購入電気量（新電力・再生エネルギー） 千ｋWh t-CO2/千kWh

kl 2.619 t-CO2/kl

kl 2.382 t-CO2/kl

kl 2.322 t-CO2/kl

kl 2.242 t-CO2/kl

kl 2.489 t-CO2/kl

kl 2.585 t-CO2/kl

kl 2.710 t-CO2/kl

kl 2.966 t-CO2/kl

ｔ 3.119 t-CO2/t

ｔ 2.785 t-CO2/t

液化石油ガス(LPG) ｔ 2.999 t-CO2/t

石油系炭化水素ガス 千m３ 2.338 t-CO2/千m3

液化天然ガス(LNG) ｔ 2.703 t-CO2/t

その他可燃性天然ｶﾞｽ 千m３ 2.217 t-CO2/千m3

原料炭 ｔ 2.605 t-CO2/t

一般炭 ｔ 2.328 t-CO2/t

無煙炭 ｔ 2.515 t-CO2/t

ｔ 3.169 t-CO2/t

ｔ 2.858 t-CO2/t

千m３ 0.851 t-CO2/千m3

千m３ 0.329 t-CO2/千m3

千m３ 1.184 t-CO2/千m3

千m３ 2.234 t-CO2/千m3

GJ 0.060 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

GJ 0.057 t-CO2/GJ

千kWh -0.237 t-CO2/千kWh

冷水

その他の燃料

ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ発電量(補機除く有効分)

高炉ガス

転炉ガス

都市ｶﾞｽ

産業用蒸気

産業用以外の蒸気

温水

コークス炉ガス

灯　油

軽　油

Ａ重油

Ｂ・Ｃ重油

石油アスファルト

石油コークス

石油ガス

可燃性天然ガス

石  炭

石炭コークス

コールタール

ナフサ

エネルギー 単位あたりCO2排出量原単位

原　油(コンデンセートを除く)

原油のうちコンデンセート(NGL)

揮発油(ガソリン)

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

４．まとめ

＜ステップ１＞
自社のCO2排出量を算出

「エネルギー使用実績等調査表」
を使って算出

＜ステップ２＞
自社で取組む活動を決定

部工会や他団体の活動事例を参考
に、自社で取組む活動を決定

＜ステップ３＞ できる活動から即実行
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今後の理解活動、勉強会の進め方

2022.1.11
事務局
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１．趣旨

➢ 昨年7月から10月にかけ、CNに取り組むにあたり、会員様の現状を把握する目的で
アンケートを行い、アンケート結果に基づき、まずはCNを正しく理解し、自ら取り組んで
いくためCNに関する情報発信策ではパンフレット、車体NEWSへの掲載を行ってきた。

➢ 勉強会（入門編）は、12月までに合計4回（含むトラック部会）開催し、61社（除く複数回

受講54社）76名が受講され、CNへの理解度を高めて頂けた。

➢ 勉強会での質疑、受講者へのアンケートから自社が取り組むうえで必要、参考となる
具体事例やCNへの取り組み範囲の情報提供に関する要望を頂いている。

⇒ こうした状況を踏まえ、今後の理解活動、勉強会の進め方について提案し、意見を
頂く。なお、取組みついてはあらためて2022年度事業計画に織り込む。
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２．理解活動
項目 評価 今後

① パンフレット 〇：適宜柔軟に対応でき、会員は必要な時
に会員HPで閲覧、確認可（下図）

△：一方通行、コミュニケーション不足

• 適宜柔軟な対応を継続

• ご意見、ご質問、ご要望事項の収集、対応を検討

【車工会HP】

評価：〇は計画通り推進、 △は反省、課題
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２．理解活動
項目 評価 今後

② 勉強会 〇：入門編としてCNへの理解度向上

△：10月までに実施したアンケート後、
11/26から開催し、CNへの意識が高い
会員様は自ら勉強されておられたようで、
入門編では一部満足度向上が低い

• 会員様の状況は様々で、アンケート回答への理解
も得難く、回答内容からもCNへの理解が低い会
員の勉強会（入門編）への参加促進

• 既にCNを正しく理解され、自社でCN取組みを検
討、推進しようとされておられる会員様を対象とした
第2ステップ勉強会の検討、推進

【勉強会の結果】 Q2 勉強会の内容は理解できましたか？ Q3 今回の勉強会に参加されて、自社の
CN取組みに活かせると思いましたか？

①理解できた ②どちらかといえば理解できた
③どちらかといえば理解できなかった ④理解できなかった

①活かせる ②どちらかといえば活かせる
③どちらかといえば活かせない ④活かせない
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２．理解活動
項目 評価 今後

③ 各種情報
提供

〇：本部委員会及び一部部会活動と連携し
各種情報共有
5団体活動と連携し情報共有及び会員
向けセミナー開催

△：5団体活動における情報発信及び5団
体連携

• 本部委員会との情報共有、連携強化に向け、項
目毎に対応を検討し、必要の都度開催する会議、
または定例会の設置、開催

• 部会活動との連携強化では、必要に応じ部会
（会議）へのCN事務局の参加

• 5団体活動情報の迅速な会員様展開の継続

• 車工会主催の外部セミナーの開催

中央技術委員会

環境委員会中央業務委員会

４

３

３３

２

２２

CN
専門委員会
事務局

【本部会議体との連携イメージ】 【部会との連携イメージ】

特装部会

特種部会

トラック部会

バン部会

トレーラ部会

バス部会

小型部会

資材部会

CN
専
門
委
員
会
事
務
局
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２．理解活動
項目 評価 今後

④ 車体
NEWS
掲載

〇：パンフレットを相互補完し理解度向上
配布先の関係官公庁、関係団体等へ
当会のCNへの取組みを訴求

△：対外を意識した紙面構成

• 当会の推進計画に沿った紙面構成の検討、制作
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３．理解把握
項目 評価 今後

・ 現状での個
社CO2排出
量算出

〇：エネルギー使用量調査実施中 • 会員様からの回答内容を整理し、当会としての
CO2排出量を算出

• 回答頂いた会員の皆様に自社の立ち位置を確認
頂ける情報を展開

４．目標設定と対応策検討
項目 評価 今後

・ 現状での個
社CO2排出
量算出

〇：CO2排出量算出ツールの展開

△：5団体活動での算出基準は自工会、
部工会のLCA分科会論議の結果待ち

• CO2排出量削減策の事例提供と本部委員会活
動と連携した支援活動検討、推進

• 車工会としての算出基準設定
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５．勉強会

進め方 日程

• 第4回勉強会開催案内を対象会員様へ
送付

• 応募状況を見ながら、部会長からあらためて
受講の意義を対象会員様へ展開頂く

１）入門編

• 昨年実施したアンケートのCN理解度で、「③言葉だけは聞いたことがある」
「④知らない」と回答され、現時点での未受講社は68社。内、大手7社を除く
中小61社を対象にCNへの理解度を向上して頂く事は重要。

2022/1 2 3 4

第４回開催

部会長からの依頼

第５回開催検討

2021年度活動評価
2022年度取組みの検討

2022年度事業計画へ反映

（第６回開催検討）
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５．勉強会

進め方 日程

• 入門編での受講者からの意見等等を分析

• 第2ステップ勉強会の目的、目標の明確化

• 他団体の取組み、外部セミナー情報の収集
と当会会員様対象の勉強会との関連整理

２）第2ステップ

• 入門編での受講者からの意見・感想、5団体活動との連携、及び他団体の
取組みを参考に、個社の目標設定と対応策に繋げて頂く事を目的に
第2ステップ勉強会を計画

2022/1 2 3 4

入門編受講者意見等分析

入門編講師との
意見交換、対応検討

外部情報収集

#1実施

評価

#2実施

見直し



12%

75%

13%

第３回 CN勉強会 開催結果

開催日時

開催方法

内 容

講 師

受講対象

2022年1月5日
CN専門委員会 事務局

2021年12月20日（月）10：00-11：30

オンライン開催（Zoom）

・カーボンニュートラル(CN)とは？

・車工会アンケート結果

・CNに何故、取組む必要があるのか？

・CN取組みの進め方

日産車体㈱ 薬丸部長

募集により、16社 19名参加

1/4

③知っている
程度

②理解はしている

【参加者のCN理解度】

①理解し活動中 ②理解はしている
③知っている程度 ④知らない

①理解し活動中

（2社）



②やや長い
5%

③適切
95%

①満足
79%

②やや満足
21%

Q1 今回の勉強会はどうでしたか？

1.勉強会の内容 2.勉強会の時間 3.全体を通して

2/4

①満足 ②やや満足 ③どちらでもない
④やや不満 ⑤不満

①長い ②やや長い ③適切
④やや短い ⑤短い

①満足 ②やや満足 ③どちらでもない
④やや不満 ⑤不満

勉強会アンケート結果（回答：15/16社、18/19名）

①満足
74%

②やや満足
26%



68%

32%

12%

75%

13%

勉強会アンケート結果

Q2 勉強会の内容は理解できましたか？ Q3 今回の勉強会に参加されて、自社の
CN取組みに活かせると思いましたか？

3/4

①理解できた ②どちらかといえば理解できた
③どちらかといえば理解できなかった ④理解できなかった

①活かせる ②どちらかといえば活かせる
③どちらかといえば活かせない ④活かせない

勉強会 受講前
CNに関するアンケート結果 「③知っている程度の受講者」

勉強会 受講後
↓

レベルUP

③知っている程度

②理解はしている

①理解し
活動中

50%50%

②どちらかといえば
理解できた

①理解できた

①活かせる

②どちらかといえば
活かせる



勉強会アンケート結果

Q4 今後CNについてどのように取り組みますか、行動しますか？（抜粋）

1 現状のCO2発生量を、まずは把握することから始める

2 事務所のエアコンも老朽化しているので、職場環境の改善と合わせて取り組む

3 社内の製品企画から設計部署へ、CNへ向けた取組み提案を推進する

4 今日の内容の社内への案内と、まずはできる省エネの実行を考える

5 スコ－プ1,2,3に分類し、すぐ実行できる事と計画的に取組む事に分けチームを作って推進する

Q5 本日の感想、ご意見、ご要望（抜粋）

1 他人事ではないという危機感を強く持った、CNに取り組んでいきたいと感じた

2 弊社はスコープ3の影響大きいと考えられ、その取組み範囲や進め方について今後勉強したい

3 わかりやすく理解できた。取組みの進め方など今後も定期的に情報がほしい

4 今後若手を集めるには、CNへの取り組みが大きなカギになるというのが勉強になった

5 Scope3の事例もあわせ取り上げてほしい。（範囲・算定方法・取引先へのﾃﾞｰﾀ提供依頼など）

CNの基本を理解いただいた 次のステップ(具体的取組み)を検討していく

4/4


